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第一部 【企業情報】
 

第１ 【企業の概況】
 
１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第54期 

第２四半期連結 
累計期間

第55期 
第２四半期連結 

累計期間
第54期

会計期間
自  2018年４月１日 
至  2018年９月30日

自  2019年４月１日 
至  2019年９月30日

自  2018年４月１日 
至  2019年３月31日

売上高 (百万円) 114,311 129,370 249,720

経常利益 (百万円) 3,588 5,379 12,425

親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益 (百万円) 1,954 2,498 7,022

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,299 2,755 7,183

純資産額 (百万円) 114,532 107,958 118,126

総資産額 (百万円) 177,666 194,672 190,590

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 56.12 71.75 201.70

潜在株式調整後１株当たり四半期(当期) 
純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 56.5 54.1 54.6

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 2,281 10,476 4,160

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △4,013 △11,010 △5,371

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △4,025 △1,789 △5,402

現金及び現金同等物の四半期末(期末)残高 (百万円) 62,906 59,747 62,074
 

 

回次
第54期 

第２四半期連結 
会計期間

第55期 
第２四半期連結 

会計期間

会計期間
自  2018年７月１日 
至  2018年９月30日

自  2019年７月１日 
至  2019年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 42.81 59.61
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。 

  なお、当第２四半期連結累計期間における主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

（建築事業・不動産事業）

2019年４月１日付けでタカマツハウス㈱を設立し、第１四半期連結会計期間より連結子会社としております。

また、2019年５月31日付けで㈱タツミプランニングの全株式を取得し、第１四半期連結会計期間より連結子会社

としております。

 

― 1 ―



第２ 【事業の状況】
(注)  「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当第２四半期連結累計期間における当社グループ（当社および連結子会社）の経営環境、経営方針の概要及び経

営成績の分析等は次のとおりです。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グル―プ（当社および連結子

会社）が判断したものであります。

 
（１）経営環境および経営戦略の状況

 当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、穏やかな成長が継続した前期に比較し、企業収益や住宅

着工などが弱含みに推移するなど、足踏み感がより強く感じられるようになりました。国内建設市場も、通年

見通しとしては高原状態の継続が予想されているものの、上半期の受注金額ベースでは民間、官公庁共に前年

度比でマイナスが継続し、全体としても9.6%のマイナスとなっています。

このような状況の中、当社グループは2020年３月期を初年度とする３ヶ年の中期経営計画「Create！2022」

をスタートいたしました。

本中計では、「高成長・高収益企業を創る」「グループの新事業領域を創る」「多様性尊重・コンプライ

アンス重視の企業文化の創出」「シナジー効果の創出」「経済・社会や環境への価値創造」の５つの「創

る」をキーワードに、中計最終年度の2022年３月期には売上高3,000億円、営業利益180億円を達成する計画

となっています。この中で、好調が持続している東名阪の土地有効活用事業を中核事業とする髙松建設グル

ープが事業拡大を図るとともに、青木あすなろ建設グループは安定成長しつつ、利益率の向上を図る計画で

す。

また、2019年８月６日開催の当社臨時取締役会において決議いたしました、当社の連結子会社である青木

あすなろ建設株式会社（東京証券取引所市場第一部、証券コード1865）の普通株式の全て（ただし、自己株

式および当社がすでに保有していた株式を除く）を取得することを目的とする公開買付けはつつがなく完了

いたしました。これにより19年にわたって当社と親子上場を継続してきた青木あすなろ建設株式会社は、

2019年11月11日をもちまして当社の完全子会社になりました。今後はグループ全体のさらなる一体的運営を

実現するとともにシナジー創出の強化を目指してまいります。

 
（２）財政状態及び経営成績の状況

   ①経営成績

上記の経営戦略および重要な施策のもと、当第２四半期連結累計期間の受注高は２期連続過去最高の

145,998百万円（前年同期比0.9％増）、売上高も129,370百万円（前年同期比13.2％増）となり、売上高は８

期連続増収、６期連続過去最高となりました。 

  利益につきましては、工事の順調な進捗により完成工事高が伸びたことに加え、選別受注の徹底および業

務の効率化等に努めた結果、髙松建設と青木あすなろ建設を中心に増益となり、営業利益は5,682百万円（前

年同期比59.4％増)、経常利益は5,379百万円（前年同期比49.9％増）となり、親会社株主に帰属する四半期

純利益は前年同期に比べ27.8％増の2,498百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間におけるセグメント別の業績は、次のとおりであります。

なお、セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっており、本社管理費等の調

整額△1,928百万円は外数となっております。

（建築事業）

受注高は76,256百万円（前年同期比10.1％減）、完成工事高は68,560百万円（前年同期比38.5％増）と

なり、セグメント利益は3,887百万円（前年同期比82.9％増）となりました。

（土木事業）

受注高は58,566百万円（前年同期比21.9％増）、完成工事高は49,634百万円（前年同期比6.5％減）とな

り、セグメント利益は3,061百万円（前年同期比24.4％増）となりました。

（不動産事業）

 不動産の売買および賃貸等による売上高は11,175百万円（前年同期比4.9％減）となり、セグメント利益

は662百万円（前年同期比14.9％減）となりました。
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  ②財政状態

 （資産の部）    

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ4,082百万円増加し、194,672百万円とな

りました。

その主な要因は、受取手形・完成工事未収入金等が5,060百万円、現金預金が2,327百万円減少した反面、東

京の新社屋用土地取得などに伴い、有形固定資産が9,855百万円、新規連結子会社の取得に伴い、のれんが670

百万円増加したことなどによるものです。

 （負債の部）

負債は、前連結会計年度末に比べ14,250百万円増加し、86,713百万円となりました。

その主な要因は、短期借入金が11,200百万円、未成工事受入金が3,863百万円増加したことなどによるもの

です。

 （純資産の部）   

純資産は、前連結会計年度末に比べ10,168百万円減少し、107,958百万円となりました。

その主な要因は、当社連結子会社である青木あすなろ建設株式会社の普通株式の公開買付けを実施したこと

により、非支配株主持分比率が低下し、非支配株主持分が11,557百万円減少した一方、親会社株主に帰属する

四半期純利益 2,498百万円の計上と配当金の支払1,323百万円などの相殺により利益剰余金が1,175百万円増加

したことによるものです。

以上の結果、純資産の額から非支配株主持分を控除した自己資本の額は105,408百万円となり、自己資本比

率は、前連結会計年度末に比べ0.5ポイント減少し54.1％となりました。

 
（３） キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末

に比べ2,327百万円減少し59,747百万円(前年同四半期連結会計期間末残高62,906百万円)となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により資金は10,476百万円の増加(前年同四半期連結累計期間は2,281百万円の増加)となりまし

た。これは、税金等調整前四半期純利益4,912百万円に加え、売上債権の減少5,498百万円、未成工事受入金

の増加3,289百万円等の収入があった一方、法人税等の支払1,707百万円、仕入債務の減少1,488百万円等の支

出があったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により資金は11,010百万円の減少(前年同四半期連結累計期間は4,013百万円の減少)となりまし

た。これは、有形固定資産の取得による支出10,000百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ

る支出903百万円等があったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により資金は1,789百万円の減少(前年同四半期連結累計期間は4,025百万円の減少)となりまし

た。これは、連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出11,323百万円や配当金の支払額1,321

百万円があったのに対し、短期借入金の増加11,200百万円等があったことによるものです。

 
（４） 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
（５） 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は209百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 52,800,000

計 52,800,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株)
(2019年９月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(2019年11月14日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,880,000 38,880,000
東京証券取引所 
(市場第一部)

単元株式数 
100株

計 38,880,000 38,880,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高

(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額
(百万円)

資本準備金 
残高
(百万円)

2019年７月１日～ 
2019年９月30日

― 38,880,000 ― 5,000 ― 272
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(5) 【大株主の状況】

2019年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

髙松孝之 兵庫県宝塚市 8,581 24.65

㈱三孝社 大阪市北区茶屋町８番21－3001号 4,800 13.79

髙松孝育 大阪府豊中市 2,165 6.22

㈱孝 大阪市淀川区新北野一丁目２番３号 1,226 3.52

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱（信託口９）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,176 3.38

日本マスタートラスト信託銀行
㈱（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,131 3.25

㈱りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２番１号 1,080 3.10

㈱みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 824 2.37

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 720 2.07

NORTHERN TRUST CO. (AVFC)  
RE HCR00  
（常任代理人） 
香港上海銀行東京支店 カスト
ディ業務部

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON  
E14 5NT, UK  
         
東京都中央区日本橋三丁目11番１号 
 

716 2.06

計 ― 22,423 64.40
 

 

(注)１. 上記のほか、当社所有の自己株式が4,061千株あります。

 
２. 2019年５月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、キャピタル・イ

ンターナショナル株式会社、キャピタル・インターナショナル・エス・エイ・アール・エル、キャピタ

ル・インターナショナル・インクおよびキャピタル・インターナショナル・リミテッドが2019年５月15

日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末に

おける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、その変更報告書の内容は以下のとおりであります。

         

氏名または名称 住所
保有株券等の数 

（千株）
株券等保有割合 

（％）

キャピタル・インターナショナル
株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目1
番1号 明治安田生命ビル14階

1,430 3.68

キャピタル・インターナショナ
ル・エス・エイ・アール・エル

スイス国、ジュネーヴ1201、
プラス・デ・ベルグ3

140 0.36

キャピタル・インターナショナ
ル・インク

アメリカ合衆国カリフォルニ
ア州90025、ロスアンジェル
ス、サ ン タ・モ ニ カ 通 り
11100、15階

118 0.30

キャピタル・インターナショナ
ル・リミテッド

英国SW1X 7GG、ロンドン、グ
ロスヴェノー・プレイス40

94 0.24
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

      2019年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 4,061,300
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 34,815,200
 

348,152 ―

単元未満株式 普通株式 3,500
 

― ―

発行済株式総数 38,880,000 ― ―

総株主の議決権 ― 348,152 ―
 

(注) 1.「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれており

ます。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数40個が含まれてお

ります。

     ２.「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が３株含まれております。 

② 【自己株式等】

    2019年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有 
株式数 (株)

他人名義所有 
株式数 (株)

所有株式数の 
合計 (株)

発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合 (％）

(自己保有株式)
㈱髙松コンストラク
ショングループ

大阪市淀川区新北
野一丁目２番３号

4,061,300 － 4,061,300 10.45

計 ― 4,061,300 － 4,061,300 10.45
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】
１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府

令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(1949年建設省令第14号)に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定にもとづき、第２四半期連結会計期間(2019年７月１日から

2019年９月30日まで)および第２四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年９月30日まで)にかかる四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

                      (単位：百万円)

                   
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

資産の部    

  流動資産    

    現金預金 62,074 59,747

    受取手形・完成工事未収入金等 72,219 67,159

    販売用不動産 10,153 10,597

    未成工事支出金 1,594 2,991

    不動産事業支出金 631 719

    未収入金 6,262 4,561

    その他 1,369 2,197

    貸倒引当金 △106 △108

    流動資産合計 154,199 147,864

  固定資産    

    有形固定資産    

      建物・構築物（純額） 5,429 5,669

      機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 1,273 1,266

      船舶（純額） 967 934

      土地 13,599 23,955

      リース資産（純額） 185 201

      建設仮勘定 1,046 328

      有形固定資産合計 22,502 32,357

    無形固定資産    

      のれん 1,521 2,192

      その他 542 591

      無形固定資産合計 2,063 2,783

    投資その他の資産    

      投資有価証券 5,276 5,149

      繰延税金資産 3,802 4,056

      その他 3,029 2,738

      貸倒引当金 △283 △277

      投資その他の資産合計 11,825 11,667

    固定資産合計 36,391 46,808

  資産合計 190,590 194,672
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                      (単位：百万円)

                   
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

負債の部    

  流動負債    

    工事未払金 30,974 30,545

    短期借入金 － 11,200

    未払法人税等 1,737 2,338

    未成工事受入金 15,341 19,204

    完成工事補償引当金 311 330

    工事損失引当金 79 45

    賞与引当金 3,099 3,833

    その他 8,214 6,352

    流動負債合計 59,757 73,851

  固定負債    

    再評価に係る繰延税金負債 256 256

    繰延税金負債 14 36

    船舶特別修繕引当金 75 70

    退職給付に係る負債 10,903 10,928

    その他 1,455 1,570

    固定負債合計 12,706 12,862

  負債合計 72,463 86,713

純資産の部    

  株主資本    

    資本金 5,000 5,000

    資本剰余金 524 759

    利益剰余金 107,097 108,272

    自己株式 △7,483 △7,483

    株主資本合計 105,138 106,548

  その他の包括利益累計額    

    その他有価証券評価差額金 635 628

    土地再評価差額金 △1,266 △1,266

    為替換算調整勘定 5 △59

    退職給付に係る調整累計額 △493 △442

    その他の包括利益累計額合計 △1,119 △1,140

  非支配株主持分 14,108 2,550

  純資産合計 118,126 107,958

負債純資産合計 190,590 194,672
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

                      (単位：百万円)

                    前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
 至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
 至 2019年９月30日)

売上高    

  完成工事高 102,566 118,194

  不動産事業売上高 11,745 11,175

  売上高合計 114,311 129,370

売上原価    

  完成工事原価 89,642 101,829

  不動産事業売上原価 10,032 9,485

  売上原価合計 99,675 111,315

売上総利益    

  完成工事総利益 12,924 16,365

  不動産事業総利益 1,712 1,690

  売上総利益合計 14,636 18,055

販売費及び一般管理費 ※  11,072 ※  12,372

営業利益 3,564 5,682

営業外収益    

  受取利息 0 0

  受取配当金 64 50

  受取賃貸料 30 38

  その他 27 36

  営業外収益合計 122 125

営業外費用    

  支払利息 93 79

  支払手数料 0 333

  その他 4 15

  営業外費用合計 98 428

経常利益 3,588 5,379

特別利益    

  固定資産売却益 36 3

  投資有価証券売却益 43 －

  受取保険金 － 15

  特別利益合計 79 18

特別損失    

  投資有価証券売却損 17 －

  投資有価証券評価損 － 92

  訴訟関連損失 31 61

  たな卸資産評価損 － 305

  その他 27 25

  特別損失合計 77 485

税金等調整前四半期純利益 3,590 4,912

法人税、住民税及び事業税 1,291 2,374

法人税等調整額 79 △236

法人税等合計 1,370 2,137

四半期純利益 2,219 2,775

非支配株主に帰属する四半期純利益 265 276

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,954 2,498
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

                      (単位：百万円)

                    前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
 至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
 至 2019年９月30日)

四半期純利益 2,219 2,775

その他の包括利益    

  その他有価証券評価差額金 13 △14

  為替換算調整勘定 △2 △65

  退職給付に係る調整額 68 60

  その他の包括利益合計 79 △19

四半期包括利益 2,299 2,755

（内訳）    

  親会社株主に係る四半期包括利益 1,998 2,476

  非支配株主に係る四半期包括利益 300 278
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

                      (単位：百万円)

                    前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
 至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
 至 2019年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

  税金等調整前四半期純利益 3,590 4,912

  減価償却費 522 520

  たな卸資産評価損 － 305

  のれん償却額 84 103

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △32 △34

  賞与引当金の増減額（△は減少） 561 680

  完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △10 19

  工事損失引当金の増減額（△は減少） △48 △34

  船舶特別修繕引当金の増減額（△は減少） 18 △5

  役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △50 －

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 29 91

  受取利息及び受取配当金 △65 △50

  支払利息 93 79

  固定資産売却損益（△は益） △36 △2

  投資有価証券売却損益（△は益） △25 －

  売上債権の増減額（△は増加） 9,004 5,498

  たな卸資産の増減額（△は増加） 384 △1,041

  未収入金の増減額（△は増加） △1,187 1,640

  仕入債務の増減額（△は減少） △6,782 △1,488

  未成工事受入金の増減額（△は減少） 2,783 3,289

  未払又は未収消費税等の増減額 △1,009 △1,042

  預り金の増減額（△は減少） △1,009 △998

  その他 △1,185 △98

  小計 5,631 12,344

  利息及び配当金の受取額 65 50

  利息の支払額 △92 △78

  法人税等の支払額 △2,275 △1,707

  法人税等の還付額 198 －

  和解金の支払額 △950 －

  訴訟関連損失の支払額 △55 △68

  災害損失の支払額 △240 △62

  営業活動によるキャッシュ・フロー 2,281 10,476
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                      (単位：百万円)

                    前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
 至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
 至 2019年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー    

  有形固定資産の取得による支出 △2,015 △10,000

  無形固定資産の取得による支出 △127 △120

  投資有価証券の売却による収入 94 －

  短期貸付金の回収による収入 172 －

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△2,198 △903

  定期預金の払戻による収入 57 －

  その他 2 13

  投資活動によるキャッシュ・フロー △4,013 △11,010

財務活動によるキャッシュ・フロー    

  短期借入金の純増減額（△は減少） △1,191 11,200

  長期借入金の返済による支出 △998 －

  リース債務の返済による支出 △84 △69

  子会社の自己株式の取得による支出 △231 △0

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

－ △11,323

  配当金の支払額 △1,252 △1,321

  非支配株主への配当金の支払額 △267 △274

  財務活動によるキャッシュ・フロー △4,025 △1,789

現金及び現金同等物に係る換算差額 △28 △4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,786 △2,327

現金及び現金同等物の期首残高 68,571 62,074

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 121 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  62,906 ※  59,747
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

（連結の範囲の重要な変更）

2019年４月１日付けでタカマツハウス㈱を設立し、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めておりま

す。また、2019年５月31日付けで㈱タツミプランニングの全株式を取得し、第１四半期連結会計期間より連結の

範囲に含めております。

 

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自  2018年４月１日
至  2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  2019年４月１日
至  2019年９月30日)

従業員給料手当 4,430百万円 4,846百万円

賞与引当金繰入額 1,292  1,513 

退職給付費用 177  190 

貸倒引当金繰入額 △32  △34 
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自  2018年４月１日
至  2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  2019年４月１日
至  2019年９月30日)

現金預金勘定 62,906百万円 59,747百万円

現金及び現金同等物 62,906 59,747
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自  2018年４月１日  至  2018年９月30日)

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年５月11日 
取締役会

普通株式 1,253 36.0 2018年３月31日 2018年６月28日 利益剰余金
 

 （注）１株当たり配当額には、記念配当10.0円が含まれております。

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末日

後となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年11月14日 
取締役会

普通株式 766 22.0 2018年９月30日 2018年12月11日 利益剰余金
 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自  2019年４月１日  至  2019年９月30日)

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年５月13日 
取締役会

普通株式 1,323 38.0 2019年３月31日 2019年６月21日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末日

後となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年11月13日 
取締役会

普通株式 800 23.0 2019年９月30日 2019年12月10日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  2018年４月１日  至  2018年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額 
(注)１

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２

建築事業 土木事業 不動産事業 計

売上高            

外部顧客への売上高 49,484 53,082 11,745 114,311 － 114,311

セグメント間の内部 
売上高又は振替高

123 9 227 361 △361 －

計 49,608 53,091 11,973 114,673 △361 114,311

セグメント利益 2,125 2,460 778 5,365 △1,800 3,564
 

(注) １．セグメント利益の調整額△1,800百万円には、各報告セグメントに帰属しない一般管理費等   

△1,801百万円およびその他の調整額０百万円が含まれております。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(のれんの金額の重要な変動）

「不動産事業」セグメントにおいて、2018年４月２日付で㈱ミブコーポレーションの全株式を取得し、連

結子会社としました。

なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第２四半期連結累計期間において1,690百万円であります。

 

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  2019年４月１日  至  2019年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額 
(注)１

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２

建築事業 土木事業 不動産事業 計

売上高            

外部顧客への売上高 68,560 49,634 11,175 129,370 － 129,370

セグメント間の内部 
売上高又は振替高

515 0 481 996 △996 －

計 69,075 49,634 11,657 130,367 △996 129,370

セグメント利益 3,887 3,061 662 7,611 △1,928 5,682
 

(注) １．セグメント利益の調整額△1,928百万円には、各報告セグメントに帰属しない一般管理費等   

△1,867百万円およびその他の調整額△61百万円が含まれております。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(のれんの金額の重要な変動）

「建築事業」セグメントにおいて、2019年５月31日付で㈱タツミプランニングの全株式を取得し、連結子

会社としました。

当該事象によるのれんの増加額は、当第２四半期連結累計期間において774百万円であります。

なお、のれんの金額は、当第２四半期連結会計期間末において、取得原価の配分が完了していないため、

暫定的に算定された金額であります。
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(企業結合等関係)

（共通支配下の取引等）

 子会社株式の追加取得

(1) 取引の概要

① 結合当事企業の名称及びその事業の内容

 結合当事企業の名称：青木あすなろ建設株式会社

 事業の内容    ：総合建設業（国内建築事業、国内土木事業、その他関連事業）・不動産事業

② 企業結合日

 株式公開買付けによる取得 2019年９月27日（みなし取得日 2019年９月30日）

③ 企業結合の法的形式

 現金を対価とした株式取得

④ 結合後企業の名称

 変更ありません。

⑤ 追加取得後の子会社株式の株券等所有割合

 企業結合前の株券等所有割合    79.08％

 株式公開買付け後の株券等所有割合 96.24％

⑥ その他取引の概要に関する事項

当社グループ全体の一体的運営の実現による経営リソースの最大限の活用および完全子会社化による意思決

定の柔軟化・上場維持による経営負担の解消等による企業価値の向上を目的とし、子会社株式の追加取得をお

こなっております。

 

(2) 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引等

のうち、非支配株主との取引として処理しております。

 

(3) 子会社株式の追加取得に関する事項

取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 11,323百万円

取得原価   11,323百万円
 

 
 （4）非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項

      ①資本剰余金の主な変動要因

    子会社株式の追加取得

   ②非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

    235百万円

 
（追加情報）

 上記の株式公開買付けの後、当社は会社法第179条第１項に基づく株式等売渡請求を実施し、2019年11月11日をもって

青木あすなろ建設株式会社を当社の完全子会社といたしました。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自  2018年４月１日
至  2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  2019年４月１日
至  2019年９月30日)

１株当たり四半期純利益   56円12銭 71円75銭

(算定上の基礎)      

親会社株主に帰属する四半期純利益 (百万円） 1,954 2,498

普通株主に帰属しない金額 (百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純利益

(百万円） 1,954 2,498

普通株式の期中平均株式数 (千株） 34,818 34,818
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

  2019年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①中間配当による配当金の総額  800百万円

②１株当たりの金額   23円00銭

③支払請求の効力発生日及び支払開始日 2019年12月10日
 

(注) 2019年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いをおこないます。

 
第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

  公認会計士 近    藤   康    仁 印

指定有限責任社員 
業務執行社員

  公認会計士 桃  原  一  也 印

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2019年11月13日

株式会社髙松コンストラクショングループ

取締役会  御中

 

 

 

 

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社髙松コ

ンストラクショングループの2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2019年

７月１日から2019年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年９月30日まで)に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社髙松コンストラクショングループ及び連結子会社の2019

年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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